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 総則  

 要求水準書の位置づけ 

本要求水準書（以下、「本書」という。）は、熊本県（以下、「県」という。）が、熊本県有明・

八代工業用水道運営事業（以下「本事業」という。）を実施するにあたり、本事業の基本的な内

容及び県が運営権者に求める業務の水準（以下、「要求水準」という。）を規定したものである。

本書において用いる語句は、本文中において特に明示するもの及び文脈上別異に解すべきもの

を除き、募集要項等において定める意義を有する。 

 

また、本書に別紙として添付された書類は本書の一部を構成するものではあるが、当該書類

中の数値データ等は、本書の本文中において県が運営権者に従うことを求めているものを除き

県が応募者に参考として示すものであり、応募検討に際しての利用は応募者自らの責任と判断

により行うこと。 

 

なお、運営権者が提出する提案書の内容が本書に定める水準を超える場合は、その限りにお

いて運営権者提案書が本書に優先する。また、県が募集要項等公表時に公表した要求水準書（案）

は廃案とする。 
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 事業の概要 

 有明工業用水道 

有明臨海工業地帯は、昭和 39年４月、不知火、有明地区が「新産業都市」の指定を受けたこ

とに伴い、玉名郡長洲町地先の海面を埋め立てて造成された工業団地に大型造船工場や金属工

業を中心に関連企業が進出している。 

有明工業用水道は菊池川（白石堰）から取水し、昭和 50年 6月から工業団地に立地している

企業に対し工業用水を供給している。 

白石堰から上の原浄水場を経て金山分水場までは、県、福岡県の工業用水道、荒尾市及び大

牟田市の上水道との共有施設であり、金山分水場から荒尾産業団地、長洲臨海工業団地、名石

浜工業団地までの配水本管及び支管は県の単独施設となっている。 

有明工業用水道事業は、供用開始当初からユーザー企業（以下、「ユーザー企業」という。）

との契約水量が少なく、建設当時の給水能力 50,600m3/日に対して、契約水量 14,000m3/日程度

と契約率が約 28％であった。 

こうした状況から、将来的に工業用水の大幅な水需要増加は期待できないことや、水資源の

有効利用の観点から、工業用水の需給計画を見直し、平成 18年度に水利権の一部を荒尾市、大

牟田市の上水道へ転用した経緯があり、現在は給水能力 33,860m3/日により運用している（な

お、水利権転用により県が共有持分を有する部分の給水能力は減少しているが、共同管理者分

を含めた給水能力は建設当時の 134,300m3/日のままで変更はない）。有明工業用水道等に関す

る主要諸元を図表１に示す。また、運営権設定対象施設を含む運営事業対象施設の詳細につい

ては別紙に示す。 

図表 1 有明工業用水道事業等 主要緒元（1/3） 

事業名 有明工業用水道事業 

水源 菊池川・竜門ダム 

給水開始年月 昭和 50年 6月 

施設能力 

取水量 144,374 m3/日 

 有明工業用水道 37,000 m3/日 

 福岡県大牟田工業用水道 80,000 m3/日 

 大牟田市上水道 20,000 m3/日 

 荒尾市上水道 8,000 m3/日 

給水量 134,300 m3/日 

 有明工業用水道 33,860 m3/日 

 福岡県大牟田工業用水道 74,400 m3/日 

 大牟田市上水道 18,600 m3/日 

 荒尾市上水道 7,440 m3/日 
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図表 1 有明工業用水道事業等 主要緒元（2/3） 

給水先 

有明工業用水道 

長洲工業団地 

名石浜工業用地 

荒尾産業団地 

 
給水事業所数 

（募集要項等公表時点） 
13 社 

福岡県大牟田工業用水道 宮原浄水場 

大牟田市上水道 
ありあけ浄水場 

荒尾市上水道 

水量実績 

 

取水量（平成 30年度実績） 25,285,583 m3 

 有明工業用水道 3,573,741 m3 

 福岡県大牟田工業用水道 13,048,953 m3 

 大牟田市上水道 6,026,015 m3 

 荒尾市上水道 2,636,874 m3 

給水量（平成 30年度実績） 25,136,040 m3 

 有明工業用水道 3,553,320 m3 

 福岡県大牟田工業用水道 12,971,431 m3 

 大牟田市上水道 5,990,068 m3 

 荒尾市上水道 2,621,221 m3 
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図表 1 有明工業用水道事業等 主要緒元（3/3） 

料金収入 

・受託収入 

給水料金※ 

基本料金 50 円/m3 

特定料金 50 円/m3 

超過料金 100 円/m3 

協力料金 15 円/m3 

共同管理者部分に係る福岡県大牟田工

業用水道、大牟田市上水道、荒尾市上水

道からの受託管理収益（税抜き） 

（平成 30 年度実績） 

186,676,408 円 

 

※給水料金に関する補足 

・ 基本料金 

熊本県工業用水道管理条例（以下、「管理条例」という。）に基づく、基本使用水量（時間

最大使用水量※に 24を乗じて得た水量の範囲内で、熊本県工業用水道の管理者（以下、

「管理者」という。）から承認を得て、ユーザー企業が使用することのできる１日当たり

の水量をいう。）１m3当たりの料金をいう。 

（※時間最大使用水量：１日を午前０時から１時間ごとに分割した各１時間においてユー

ザー企業が使用する水量のうち最大の使用水量をいう。） 

 

・ 特定使用料金 

管理条例に基づく、特定使用水利量（管理者から承認を得て、ユーザー企業が基本使用水

量を超えて使用することができる１日当たりの水量をいう。）１m3当たりの料金をいう。 

 

・ 超過使用料金 

管理条例に基づく、超過使用水量（時間最大使用水量に 24を乗じて得られた水量）から

基本使用水量（特定使用水量を使用することについて管理者から承認を得ている場合は、

基本使用水量に当該特定使用水量を加えた水量）を減じて得られる水量をいい。管理者が

使用水量等を勘案して、これによることが困難であると認める場合においては、１月分の

使用水量を当該月分の日数で除して得られた水量から基本使用水量を減じて得られる水量

をいう。）１m3当たりの料金をいう。ここで「これによることが困難であると認める場

合」とは、基本使用水量が 120m3/日以下のユーザー企業をいう。 

 

・ 協力料金 

県がユーザー企業と締結する工業用水に関する協定書に基づく、未達水量（熊本県工業用

水道供給規程に基づき、ユーザー企業が提出する工業用水使用計画に基づく責任水量か

ら、基本使用水量及び超過使用水量を差し引いた水量がある場合の水量をいう。）１m3当

たりの料金をいう。  
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 八代工業用水道 

八代臨海工業地帯は、昭和 39年４月、不知火、有明地区が「新産業都市」の指定を受けたこ

とに伴い、八代市を工業開発拠点として位置付けて造成されたもので、石油製品製造業や金属

工業を中心に関連企業が進出している。 

八代工業用水道は球磨川を水源として新遥拝堰から取水し、昭和 52 年４月から八代臨海工

業団地に立地している企業に対し工業用水を供給している。 

新遥拝堰から北岸導水路、沈砂池を経て太田用水路までは、県、上天草・宇城水道企業団（以

下、「企業団」という。）、八代平野土地改良区及び民間企業２社との共同施設、興人第 1ゲート

から松高用水路までは、県、企業団、八平野代土地改良区及び民間企業１社との共同施設、萩

原接合井から導水管路を経て白島浄水場（白島浄水場を含む。）までは、県と企業団の共同施設

である（ただし、白島浄水場の沈殿池及びフロック形成池のそれぞれ２池のうち１池は企業団

が管理し、また、汚泥処理施設は県が企業団に管理を委託している）。また、白島浄水場から八

代臨海工業団地までの配水本管及び支管は県の単独施設となっている。 

八代工業用水道事業は、供用開始当初からユーザー企業との契約水量が少なく、平成 10年度

に工業用水の需給計画を見直しており、上天草・宇城地域の生活用水の不足に対応する必要性

も踏まえ、球磨川の水利権の一部を企業団の上水道へ転用した経緯があり、現在は給水能力

27,300m3/日により運用している。八代工業用水道に関する主要諸元を図表２に示す。また、運

営事業対象施設の詳細については別紙に示す。 

 

図表 2 八代工業用水道事業 主要諸元 

事業名 八代工業用水道事業 

水源 球磨川 

給水開始年月 昭和 52年４月 

給水能力 
取水量 29,462m3/日 

給水量 27,300m3/日 

給水地域 八代臨海工業団地 

給水事業所数 

（募集要項等公表時点） 
25 社 

年間総給水量 

(平成 30 年度実績) 
2,070,756m3 

給水料金※ 

基本料金 35 円/m3 

特定料金 35 円/m3 

超過料金 70 円/m3 

協力料金 15 円/m3 
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※給水料金に関する補足 

・ 基本料金 

管理条例に基づく、基本使用水量（時間最大使用水量※に 24を乗じて得た水量の範囲内

で、熊本県工業用水道の管理者（以下、「管理者」という。）から承認を得て、ユーザー企

業が使用することのできる１日当たりの水量をいう。）１m3当たりの料金をいう。 

（※時間最大使用水量：１日を午前０時から１時間ごとに分割した各１時間においてユー

ザー企業が使用する水量のうち最大の使用水量をいう。 

 

・ 特定使用料金 

管理条例に基づく、特定使用水利量（管理者から承認を得て、ユーザー企業が基本使用水

量を超えて使用することができる１日当たりの水量をいう。）１m3当たりの料金をいう。 

 

・ 超過使用料金 

管理条例に基づく、超過使用水量（時間最大使用水量に 24を乗じて得られた水量）から

基本使用水量（特定使用水量を使用することについて管理者から承認を得ている場合は、

基本使用水量に当該特定使用水量を加えた水量）を減じて得られる水量をいい。管理者が

使用水量等を勘案して、これによることが困難であると認める場合においては、１月分の

使用水量を当該月分の日数で除して得られた水量から基本使用水量を減じて得られる水量

をいう。）１m3当たりの料金をいう。ここで「これによることが困難であると認める場

合」とは、基本水量が 120m3/日以下のユーザー企業をいう。 

 

・ 協力料金 

県がユーザー企業と締結する工業用水に関する協定書に基づく、未達水量（熊本県工業用

水道供給規程に基づき、ユーザー企業が提出する工業用水使用計画に基づく責任水量か

ら、基本使用水量及び超過使用水量を差し引いた水量がある場合の水量をいう。）１m3当

たりの料金をいう。 
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 順守すべき法令等 

本事業の実施にあたっては、各種法令等を遵守するとともに、各種基準・指針等についても

本事業の要求水準と照らし合わせて、適宜、参考とすること。また、法令等は全て最新版を適

用すること。本事業の実施に関連する主な法令等は次のとおりである。 

 

 法令 

・ 工業用水道事業法 

・ 河川法 

・ 水道法 

・ 下水道法 

・ 建築基準法 

・ 都市計画法 

・ 消防法 

・ 計量法 

・ 水質汚濁防止法 

・ 大気汚染防止法 

・ 騒音規制法 

・ 振動規制法 

・ 悪臭防止法 

・ 土壌汚染防止法 

・ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

・ 毒物及び劇物取締法 

・ フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律 

・ 建設業法 

・ 電波法 

・ 電気事業法 

・ 労働基準法 

・ 労働安全衛生法 

 

 条例等 

・ 熊本県公営企業の設置等に関する条例 

・ 熊本県工業用水道管理条例 

・ 熊本県工業用水道供給規程 

・ 給水設備の設置基準 

・ 熊本県企業局会計規程 

 

 各種基準・指針等 

・ 工業用水道施設更新・耐震・アセットマネジメント指針（経済産業省） 

・ 工業用水道設計指針・解説（日本工業用水協会） 
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・ 工業用水道維持管理指針（日本工業用水協会） 

・ 水道施設設計指針（日本水道協会） 

・ 水道施設耐震工法指針・解説（日本水道協会） 

・ 水道維持管理指針（日本水道協会） 

・ 公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）（公共建築協会） 

・ 公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）（公共建築協会） 

・ 熊本県土木部工事共通仕様書（熊本県土木部） 

・ 機械工事共通仕様書（国土交通省総合政策局公共事業企画調整課） 

・ 電気通信設備工事共通仕様書（国土交通省大臣官房技術調査課電気通信室） 

・ 日本工業規格（ＪＩＳ） 

・ 日本電機工業会標準規格（ＪＥＭ） 

・ 日本電機規格調査標準規格（ＪＥＣ） 

・ 日本水道協会規格（ＪＷＷＡ） 
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 義務事業に関する要求  

 統括マネジメントに関する要求 

統括マネジメントとは、本事業を円滑かつ安定的に遂行するために、運営権者自身が実施す

る業務をいう。運営権者は、適切な実施体制の構築及び人員の配置により、本事業を確実に推

進するための措置を講じるとともに、本事業に関する計画を作成の上、定期的なセルフモニタ

リングによる事業内容の見直しと改善を行うこと。 

 

 実施体制の構築に関する要求 

本事業を遂行するにあたり、運営権者及び業務実施企業（運営権者が本事業を遂行するにあ

たり、関連する業務を委託し又は請け負わせた企業をいい、以下「業務実施企業」という。）の

役割・業務分担などを明確にした上で、適切な実施体制を構築し、管理すること。 

 

 人員の配置に関する要求 

 事業統括責任者の配置 

本事業全体を統括する責任者として事業統括責任者を定め、事業統括責任者をして、統括マ

ネジメントを実施させること。 

 

 その他人員の配置 

本事業の経営・実施に必要な資格、能力、実績を有する人員を確保し、適切に配置すること。 

 

 事業計画等の作成に関する要求 

本事業を実施するにあたり、以下の事業計画等を策定し、県に提出すること。 

 

 事業承継計画書の作成・提出 

提案内容に基づき、運営事業対象施設の引渡し等を円滑に行うため、実施契約締結後 30日以

内に義務事業の承継等に関する事業承継計画書を作成し、県の確認を受けること。 

 

 全体事業計画の作成・提出 

提案時に提出した事業計画に基づき、以下の内容を含む事業期間全体（20年間）の事業計画

を作成し、公共施設等運営権実施契約（以下、「実施契約」という。）の締結時に県と合意する

こと。 

なお、不可抗力事象等により事業期間の延長を行う場合は、当該延長期間分の計画を速やか

に作成し、県と合意すること。 

 

・ 事業計画に関する考え方（経営方針、リスク管理方針、業務実施方針等） 

・ 実施体制に関する考え方（経営体制、実施体制、人員配置、指揮命令系統等） 

・ 財務管理に関する計画（収支計画、資金調達計画等） 

・ 義務事業に関する計画（運転管理計画、保守点検計画、更新計画等） 

・ 任意事業に関する計画 
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 ５箇年事業計画の作成・提出 

全体事業計画に基づき、以下の内容を含む事業期間６年目から 10 年目までを対象とする５

箇年分の事業計画を作成し、事業期間４年目に開催される県及び共同管理者との会議（以下、

「共同管理者会議」）前の 10月末までに県に提出すること。なお、共同管理者会議は毎年 11月

頃に開催される。また、事業期間 11 年目から 15 年目、16 年目から 20 年目を対象とする５箇

年分の事業計画は、それぞれ事業期間 9年目、14年目に開催される共同管理者会議の開催前の

10月末までに県に提出すること。運営権者からの提出後、県は共同管理者との協議を含む確認

を行い、各５箇年の開始前年度の４月末日を目途に運営権者との間で合意することを想定して

いる。なお所定の期日までに県と運営権者との間で事業計画が合意に至らなかった場合の対応

については、実施契約において定める。 

全体事業計画から計画の変更を行う場合は、その必要性を県に説明し承認を得ること。また、

著しい計画の変更を行う場合には残事業期間全体の事業計画を併せて提出すること。 

なお、不可抗力事象等により 20年間を超えて事業を行う場合は、当該延長期間分の計画を速

やかに作成し、県に提出すること。 

 

・ 実施体制に関する考え方（経営体制、実施体制、人員配置、指揮命令系統等） 

・ 財務管理に関する計画（収支計画、資金調達計画等） 

・ 義務事業に関する計画（運転管理計画、保守点検計画、更新実施計画等） 

・ 任意事業に関する計画 

 

 単年度事業計画の作成・提出 

全体事業計画及び５箇年事業計画に基づき、事業期間２年目以降を対象とする以下の内容を

含む単年度の事業計画を作成し、当該年度の前年度の４月 30日（当日が休日・祝日に当たる場

合はその前営業日）までに県に提出すること。運営権者からの提出後、県は共同管理者との協

議を含む確認を行い、当該年度の前年度の６月末日を目途に運営権者との間で合意することを

想定している。なお所定の期日までに県と運営権者との間で事業計画が合意に至らなかった場

合の対応については、実施契約において定める。 

 

・ 実施体制（経営体制、実施体制、人員配置、指揮命令系統等） 

・ 財務管理に関する計画（収支計画、資金調達計画等） 

・ 義務事業に関する計画（運転管理計画、保守点検計画、更新実施計画等） 

・ 事業期間中に付保する保険 

 

 財務に関する要求 

 計算書類等の作成・提出 

事業期間中、下記に掲げる計算書類等を作成し、本事業に関する財務状況等について、モニ

タリング等を通じて県に報告すること。 

なお、有明工業用水道事業と八代工業用水道事業（以下「両事業」という。）とで収入及び費
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用を区分し、事業ごとに会計を明らかにすること。両事業共通となる費用の配賦方法は運営権

者が自らの裁量で合理的に行うものとするが、事前に県に説明し、確認を得ること。また、以

降配賦方法を変更する場合も同様とする。 

 

 会社法（平成 17 年法律第 86 号）第 435 条第２項に定める計算書類（会計監査人による監

査済計算書類） 

 会社法第 435 条第２項に定める事業報告 

 運営権者が会社法第２条第５号に定める公開会社でない場合で、かつ事業報告に会社法施

行規則（平成 18 年法務省令第 12 号）第 119 条から第 124 条に係る事項を記載していな

い場合には、会社法施行規則第 119 条から第 124 条に係る事項 

 計算書類に係る附属明細書及び事業報告に係る附属明細書、セグメント情報（セグメント情

報の開示に関する会計基準（企業会計基準第 17 号）及びセグメント情報の開示に関する

会計基準の適用指針（企業会計基準適用指針第 20 号）に準拠して作成したもの） 

 キャッシュ・フロー計算書（連結キャッシュ・フロー計算書等の作成基準（企業会計審議会）

及び連結財務諸表等における連結キャッシュ・フロー計算書の作成に関する実務指針（会

計制度委員会報告第８号）に準拠して作成したもの） 

 

 定款の写しの提出 

自らの定款の写しを県に提出すること。また、当該定款の内容に変更があった場合、その都

度変更後の定款を県に提出すること。 

 

 商業登記簿謄本の提出 

自らの商業登記簿謄本を県に提出すること。また、当該登記簿謄本の内容に変更があった場

合、その都度変更後の登記簿謄本を県に提出すること。 

 

 代表印の印鑑証明書の提出 

自らの代表印の印鑑証明書の写しを県に提出すること。また、当該証明書の内容に変更があ

った場合、その都度変更後の証明書を県に提出すること。 

 

 株主名簿の写しの提出 

自らの株主名簿の写し県に提出すること。また、当該株主名簿の内容に変更があった場合、

その都度変更後の株主名簿を県に提出すること。 

 

 運営権者が締結する契約の提出 

 契約の一覧表 

本事業に関して、運営権者が本事業に係る業務を運営権者から受託又は請負う者との間で締

結し又は締結する予定の契約等の一覧表を作成し、県に提出すること。また、当該一覧表の内

容に変更が生じた場合、その都度変更後の一覧表を県に提出すること。 

なお、当該一覧表に記載すべき相手方の範囲については、運営権者が業務を委託する業務実
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施企業（一次下請け先）及び業務実施企業が業務を委託する相手先（二次下請け先）までを対

象とする。 

 

 契約先に関する報告 

上記アの者のうち業務実施企業（運営権者からの一次下請け先）については、運営権者と業

務実施企業との契約締結前までに、当該企業に関する情報（名称、委託業務の内容、委託予定

金額、委託期間等）について県に報告を行うこと。また、業務実施企業について、提案時から

変更する場合には、変更理由を添えて、変更後の業務実施企業に関する情報を県に報告し、県

から事前承認を得ること。なお、契約締結前の時点で県に報告した当該企業に関する情報につ

いて、報告内容と異なる内容で契約締結した場合は、変更後の内容を再度県に報告すること。 

また、上記アの者のうち二次下請け先（業務実施企業からの委託先）については、業務実施

企業と二次下請け先との契約締結後、速やかに、当該二次下請け先に関する情報（名称、委託

業務の内容、委託金額、委託期間等）について県に報告を行うこと。なお、提案時に二次下請

け先についても明示している場合には、業務実施企業の変更時の手順に従い、県から事前承認

を得ること。 

 

 契約書の写し 

上記アの者を相手方として契約等を締結した場合、契約締結後に、当該契約書の写しを県に

提出すること。契約等を変更した場合も同様とする。 

ただし、県及び運営権者が予め協議のうえ、運営権者の経営や運営権者が提案時に行った提

案内容の履行状況の県によるモニタリングに影響が少ないため提出が不要とされた契約につい

てはこの限りではない。 

 

 セルフモニタリングに関する要求 

 セルフモニタリングの実施 

要求水準及び提案内容に基づく事業計画の適切な履行、及び健全な経営を確保するため、自

ら適切なモニタリング（以下、「セルフモニタリング」という。）を実施すること。事業期間中

に実施するセルフモニタリングについて、セルフモニタリング実施計画書を作成し、当該計画

書に基づき、セルフモニタリングの実施結果について、県に報告すること。 

セルフモニタリングの詳細は、モニタリング基本計画書において示す。 

 

 モニタリングへの協力 

県が行うモニタリングについて、報告書の作成、報告会等への参加に協力すること。県は、

セルフモニタリングの結果について、書面による確認又は会議体による定期的（年次）な確認

を行うほか、県が必要と判断した場合には、随時の会議体による確認や実地による検査等を行

う。 

モニタリングの詳細は、モニタリング基本計画書において示す。 
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 情報公開に関する要求 

 事業の履行状況に関する情報の公開 

運営権者は、本事業における要求水準の遵守状況や経営状況等に関して、県のホームページ

を通じて情報を公開すること。なお、県のホームページ上に運営権者が独自に開設するホーム

ページへのリンクを設ける方法でも差し支えない。また、公開する内容等については、県と協

議の上決定すること。 

 

 インターネットや情報誌などを通じた、情報の発信 

運営権者は、必要に応じて、本事業に関する情報を発信するため、独自のホームページの開

設、広報誌等の発行ができる。 
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 提出書類に関する要求 

以下の書類を県に提出し、承認又は確認を得ること。 

 

図表 3 提出書類 一覧（1/4） 

区分 
提出書類 

（図書、マニュアル等） 
提出期限 

県 

承認 確認 

統
括
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

事業計画等 

事業承継計画書 実施契約締結後 30日以内  ○ 

全体事業計画 実施契約締結時 ○  

５箇年事業計画 
事業期間４年目・９年目・14年

目の 10 月末まで 
○  

単年度事業計画 前年度の４月 30 日 ○  

年度報告書 
運営権者株主総会の終了後 10

日以内 
 ○ 

経営管理 

計算書類等 
運営権者株主総会の終了後 10

日以内 
 ○ 

定款の写し 

実施契約締結後 10 日以内又

は記載内容の変更後速やかに 

 ○ 

商業登記簿謄本  ○ 

代表印の印鑑証明書  ○ 

株主名簿の写し  ○ 

運営権者が締結する契約等

の一覧表 
随時 

 ○ 

運営権者が締結する契約書

等の写し 
 ○ 

セルフモニタリン

グ 

セルフモニタリング実施計

画書 
実施契約締結後速やかに ○  

セルフモニタリング実施報

告書 
随時  ○ 

その他必要となる書類、申請書等 随時  ○ 

（注記：提出期限が休日・祝日に当たる場合はその前営業日まで）  
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図表 3 提出書類 一覧（2/4） 

区分 
提出書類 

（図書、マニュアル等） 
提出期限 

県 

承認 確認 

維
持
管
理
・
運
営 

運転管理 

運転管理計画 
運転管理業務の着手 30日前まで 

 ○ 

運転管理マニュアル  ○ 

報告書（日報） 
翌月 10 日まで 

 ○ 

報告書（月報）  ○ 

保全管理 

保守点検計画（年間作業計画） 

保全管理業務の着手 30日前まで 

 ○ 

保守点検計画（月間作業計画）  ◯ 

日常点検マニュアル  ○ 

定期点検マニュアル  ○ 

洗管作業に関する計画 洗管作業の着手 90日前まで  ○ 

長期修繕計画（事業終了後 10

年） 

更新実施５箇年計画（事業期間６

年目以降の計画）の提出時 
 ○ 

報告書（日常点検） 
翌月 10 日まで 

 
 ◯ 

報告書（定期点検） 点検作業の完了後 10日以内  ◯ 

報告書（洗管作業） 洗管作業の完了後 10日以内  ◯ 

顧客管理 ユーザー企業問合せ応対記録 翌月 10 日まで  ○ 

危機管理 

事業継続計画（BCP） 事業期間の開始 30日前まで ○  

被災等発生状況及び対応報告

書 
随時  ○ 

（注記１：提出期限が休日・祝日に当たる場合はその前営業日まで） 

（注記２：洗管作業に関する計画について、緊急時等に洗管作業を行う必要が生じた場合は、

上記の提出期限によらず、運営権者がその必要を認識して以降速やかに県に洗管の

実施を報告すること。 
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図表 3 提出書類 一覧（3/4） 

区分 
提出書類 

（図書、マニュアル等） 
提出期限 

県 

承認 確認 

施
設
更
新 

更新計画 

全体更新計画 実施契約締結時 ○  

更新実施５箇年計画 
事業期間４年目・９年目・14

年目の 10 月末まで 
○  

更新実施計画単年度計画 前年度の４月 30日 ○  

更新計画（事業終了後 10 年

間） 

更新実施５箇年計画（事業

期間６年目以降の計画）の

提出時 

 ○ 

更新工事 

（修繕工事

含む） 

設計図書（仕様書・図面等） 設計業務の完了後 30日以内 ◯  

工事計画書（工程表・施工計

画書等） 
更新工事の着手 30日前まで  ○ 

運営権者と業務実施企業間の

工事請負契約書（写し） 

工事請負契約の締結後 30日

以内 
 ◯ 

完成図書（写真・出来形・品

質管理表等） 
更新工事の完了後 30日以内 

◯  

設備台帳  ○ 

更新実施報告書  ○ 

その他必要となる書類、申請書等 随時  ○ 

（注記：提出期限が休日・祝日に当たる場合はその前営業日まで） 
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図表 3 提出書類 一覧（4/4） 

区分 
提出書類 

（図書、マニュアル等） 
提出期限 

県 

承認 確認 

任意事業 事業計画等 任意事業を開始する 30日前まで  ○ 

事
業
終
了
時
の
引
継
業
務 

引継業務 

引継計画書 事業期間が終了する 1 年前まで  ○ 

引継書類 引継業務が開始する 30日前まで  ○ 

最新の長期修繕計画、 

事業期間終了後の更新計画 事業期間が終了する 30日前まで 
 ○ 

運転管理、保全管理に関する資料  ○ 

引継完了報告書 引継業務完了後速やかに  ○ 

施設性能確認計画書 事業期間の終了 1年前まで ○  

施設性能確認報告書 施設性能確認の完了後 30 日以内  ○ 

（注記：提出期限が休日・祝日に当たる場合はその前営業日まで） 
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 維持管理・運営に関する要求 

 工業用水等の供給に関する要求 

本書に定める浄水水質・浄水量に基づき、ユーザー企業及び有明工業用水道の共同管理者に

対し、それぞれ必要な工業用水及び用水（以下、工業用水と用水を総称して「工業用水等」と

いう。）を供給する。工業用水等の供給状況に関する監視方法については、要求水準を充足して

いる限りにおいて、運営権者の裁量に委ねるものとする。なお、監視に必要な設備・システム

の構築を行う場合は運営権者がその費用を負担するものとする。 

 

 浄水水質の管理 

ユーザー企業の受水地点及び金山分水場（有明工業用水道のみ）において熊本県工業用水道

供給規程（以下、「供給規程」という。）に定める次の要求を満足すること。なお、必要に応じ

て、ユーザー企業の受水地点で水質を確認すること。 

 

図表 4 供給規程に基づく浄水水質 

項 目 水質 

水温 常温 

濁度 10 度以下 

pH 6.0 以上 8.0以下 

 

上記の要求水質を満足するため、次の水質管理目標値を参考に、浄水場の出口における水質

の管理目標値を定め、原水の高濁時（500 度以上）等を除き、当該管理目標値の達成に努める

こと。 

 

図表 5 浄水場出口における水質管理目標値 

項 目 水質 

有明工業用水道  

 水温 常温 

 濁度 ３度以下 

 pH 6.0 以上 8.0以下 

八代工業用水道  

 水温 常温 

 濁度 ３度以下 

 pH 6.3 以上 7.6以下 

※上記は、現状における管理目標値となっている。 

 

 浄水量の管理 

運営事業対象施設の施設能力の範囲において、ユーザー企業の使用水量及び有明工業用水道

の共同管理者の必要水量を確保すること。新規のユーザー企業については、必要水量を調査し、
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県と調整の上、供給を行うこと。 

なお、最低水圧は、配水管末において、１平方センチメートル当たり 0.5キログラムとする。 

 

 浄水汚泥の管理・処分 

浄水汚泥については、各種法令等を遵守し適切に管理・処分すること。また、浄水汚泥を有

償で売却することも認める。 

なお、八代工業用水道において発生した浄水汚泥の処理については、県が自らの費用負担に

より企業団に当該業務を委託するものとする。また、運営権者は、企業団が浄水汚泥の処理業

務を実施するにあたり、企業団の関係者による白島浄水場内への出入りに協力すること。 

ただし、八代工業用水道の汚泥処理施設の管理区分が現行の企業団から県に変更された場合

は、運営権者が浄水汚泥を産業廃棄物として運搬・処分もしくは有償売却等を行うものとする。

この場合、運営権者は、県から当該管理区分の変更決定に関する通知を受領した後、浄水汚泥

の処理業務を開始すること。浄水汚泥の処理に係る費用（業務委託費等）については、運営権

者が複数社から入手した見積りを県に提出し、県との協議を通じて、運営権者による浄水汚泥

の処理に係る県の費用負担額と負担方法（按分率の見直し等）について見直しを行うものとす

る。  
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 運転管理に関する要求 

本書に定める水質及び水量を達成・維持するため、ユーザー企業、共同管理者及び共同管理

者から運営業務を受託している者（以下、「運営受託者」という。）と日常的な連絡・調整を図

りながら、施設の運転操作・監視、ユーティリティの調達等、運営事業対象施設の運転管理を

行い、工業用水等を供給すること。なお、共同管理者及び運営受託者との連絡・調整について

は、県を通じて行うものとするが、県に対して必要な協力を行うこと。 

 

なお、取水トンネル、導水トンネル、配水トンネル、導水管、送水管、配水管の運転管理に

ついては、ゲート・バルブの操作の実施を指す。 

 

 運転管理計画の作成・提出 

各種法令等を遵守するとともに、「工業用水道維持管理指針」（日本工業用水道協会）に準拠

した運転管理計画を作成し、県に提出すること。 

 

 運転管理マニュアルの作成 

運転管理マニュアルを作成し、県に提出すること。 

構成要素は下記のとおりとし、必要に応じて記載事項を追加することは差し支えない。 

 

図表 6 運転管理マニュアルの構成 

記載事項 概要 

総則 目的、用語の定義 等 

基本的事項 準拠規程、職員の心得 等 

運転要領 運転心得、機器の操作、運転業務引継、普通巡視、送水停止故障処置、

事故の報告 等 

保守要領 保守心得、作業責任者、作業実施の連絡、停電及び断水作業、点検巡視、

火災発生時の処置、洪水時等の処置 等 

水質測定要領 測定項目及び測定方法、測定回数、記録及び報告 等 

薬品注入要領 適切な薬品注入、薬品取扱 等 

汚泥処理要領 脱水、運搬、汚泥取扱 等 

量水器検針要領 検針日、立会い、書類提出 

記録及び報告 工業用水運転日誌、引継簿、保守日誌、点検測定記録、事故報告、 

汚泥処理日誌、水質測定表、汚泥ケーキ運搬報告書 等 

様式 各種書類の提出様式 

 

 施設の運転操作・監視 

運転管理計画、運転管理マニュアルに従い、運営事業対象施設の運転、操作、監視を実施す

ること。  
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 ユーティリティの調達 

運転に必要なユーティリティ（電力、燃料、薬品、備消耗品類）の調達及び管理を行うこと。

また、薬品及び燃料の調達にあたっては、適切な品質及び規格のものとし、設備及び機器等を

劣化させないこと。 

なお、ユーティリティのうち凝集剤（液体ポリ塩化アルミニウム）については、ＪＷＷＡ Ｋ

154：2016（水道用ポリ塩化アルミニウム）に定める品質（濃度 10％以上で、ＪＩＳ規格の基準

を満たすもの）と同等以上とし、以下の品質を満足すること。また、設定最大注入率は 300mg/

リットルとすること。 

 

図表 7 液体ポリ塩化アルミニウムの品質 

項 目 品 質 

外観 無色～黄味がかった薄い褐色の透明な液体 

比重（20℃） 1.19 以上 

酸化アルミニウム（Al2O3）ｗｔ％ 10.0～11.0 

塩基度ｗｔ％ 45～75 

ｐＨ値（10g/㍑溶液） 3.5～5.0 

硫酸イオン（SO4
2-）ｗｔ％ 3.5 以下 

 

 運転管理報告書（日報・月報）の作成 

運転管理マニュアルに従い、運転管理報告書を作成し、県に提出すること。記録の集計は、

毎日、毎月とする。 

 

 運転管理に関する留意事項 

 有明工業用水道 

上の原浄水場内における有明工業用水道の共同管理者が保有する水質管理施設について、当

該施設の運転に必要な電力を供給すること。 

当該施設の電力費用については県に請求するものとし、電力費用の算定に必要な電力メータ

について、自らの費用負担にて設置すること。 

 

 八代工業用水道 

 企業団への原水供給 

別紙の図表 16 施設配置図（白島浄水場）に示す分水位置において、企業団の浄水施設に原

水を引き渡すこと。 

 

 白島浄水場におけるフロック形成池・沈殿池の運用 

企業団及び運営権者がそれぞれ管理するフロック形成池・沈殿池について、定期点検等によ

る一時的な運転停止時の運用について、県を介して企業団と調整・協議すること。なお、過去
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の実績において、企業団は隔年で定期点検等を実施している。 

 

なお、企業団が管理するフロック形成池・沈殿池が定期点検等により一時的に運転を停止す

る必要がある場合、運営権者は、企業団からの依頼に基づき、自らが管理するフロック形成池・

沈殿池にて企業団の水処理を代行し、企業団の浄水施設に処理水を引き渡すこと。 

当該水処理に伴い、運営権者が一時的に負担する費用は、県を通じて企業団に請求すること。 

 

同様に、運営権者が管理するフロック形成池・沈殿池が定期点検等により一時的に運転を停

止する必要がある場合、運営権者は、県を通じて企業団が管理するフロック形成池・沈殿池に

よる水処理の代行を依頼し、処理水の供給を受けること。 

当該水処理に伴い、企業団が一時的に負担する費用は、県を通じて企業団に支払うものとす

る。 

 

 保全管理に関する要求 

運営事業対象施設の維持管理及び必要な更新を計画的に実施し、工業用水等を常時供給でき

る施設機能を保持すること。 

 

 保守点検計画の作成・提出 

各種法令等を遵守するとともに、事業期間中に実施する保守点検について、「工業用水道維持

管理指針」（日本工業用水道協会）に準拠した保守点検計画を作成し、県に提出すること。 

 

 長期修繕計画の作成・提出 

事業期間終了後 10箇年を対象とした長期修繕計画を作成し、事業期間が終了する 30日前ま

でに県に提出すること。なお、更新計画及び更新実施計画の見直しを行った場合、都度長期修

繕計画の内容を見直すこと。 

 

 保守点検 

保守点検計画に従い、運営事業対象施設の保守点検及び必要な修繕を実施すること。トンネ

ル、導水管路、送水管路及び配水管路は以下にしたがうものとするが、場内配管は運営権者の

自らの費用負担により保守点検及び必要な修繕を行うこと。 

 

 トンネルの保守点検 

運営事業対象施設のうち、取水トンネル、導水トンネル及び配水トンネル（以下、「トンネル」

という。）の保守点検について、道路上からの目視点検により、トンネル埋設箇所の異常を確認

すること。 

トンネル埋設箇所に異常を発見した場合、当該異常の原因を調査するものとし、調査の結果、

トンネルの更新が必要と判断した場合には県に報告すること。県は、当該トンネルの更新が必

要と判断した場合、県の費用負担にて更新工事を実施する。 
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 管路の保守点検 

 保守点検及び修繕 

運営事業対象施設のうち、場内配管を除く導水管路、送水管路及び配水管路（以下、「管路」

という。）の保守点検について、道路上からの目視点検により、管路埋設箇所の異常を確認する

ものとし、管路からの漏水を確認又は漏水事故発生の連絡を受けた場合には、当該漏水箇所の

修繕を実施すること。なお、漏水箇所の確認に伴う試掘調査の費用は運営権者の人件費等を除

き県が負担し、漏水箇所の修繕に要する費用は県が負担する。 

また、管路の保守点検を通じて、管路の更新が必要と判断した場合には県に報告すること。

県は、当該管路の更新が必要と判断した場合、県の費用にて更新工事を実施する。 

なお、当該漏水への対応について、原則、断水を伴わないもの及び配水支管において一時的

な断水を伴うものを修繕、断水が伴うものを更新とみなす。 

 

漏水箇所の修繕方法については、「工業用水道施設設計指針」等に従い、適切な規模、資材、

工法等に基づくものであれば、運営権者の裁量に委ねるものとする。ただし、緊急を要する場

合等、県が認めた場合を除いて、修繕工事の委託先、資材等の調達先については、３社以上か

ら見積りを取得するなど、適切な調達管理を行うこと。 

 

 管路の洗管作業 

事業期間中、定期的に管路の洗管作業を実施すること。なお、洗管作業に伴う濁水や断水等

によるユーザー企業の操業に支障が出ないよう、適切な時期、洗管作業の方法を検討し、洗管

作業に関する計画を作成し、作業を実施する 90日前までに県に提出すること。また、洗管作業

を実施する際は、事前に各ユーザー企業に対し、洗管作業の実施時期、作業範囲などを予め周

知すること。 

なお、災害・事故等の発生により、緊急の洗管作業が必要となる場合については上記の提出

期限によらず、運営権者がその必要を認識して以降速やかに県に洗管の実施を報告すること 

 

 保守点検マニュアル（日常点検・定期点検）の作成 

保守点検マニュアルを作成し、県に提出すること。 

 

 保守点検報告書の作成 

日常点検、定期点検及び修繕の記録等を取りまとめた報告書を作成し、県に提出すること。

報告書の様式等については、県と協議の上決定する。 

 

 保安規程及び電気主任技術者の届け出 

電気事業法の定めに基づき保安規程を定め、電気工作物の工事、維持及び運用に関する保安

を確保し、また、当該規程に基づき電気主任技術者（第二種又は第三種）を選任すること。保

安規程及び電気主任技術者の届け出は、運営権者が設置者として監督官庁へ実施すること。 
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 顧客管理に関する要求 

 量水器検針の実施 

管理条例に基づき、工業用水道料金の計算の基礎となる使用水量を算出し水道料金等を算定

すること。 

 

 料金徴収の実施 

管理条例に基づき、ユーザー企業から毎月 20日を目処に料金徴収を実施すること。また、実

施契約の定めに基づき、毎月末日（当日が休日・祝日に当たる場合はその前営業日）までに県

収受分を県に送金すること。 

なお、工業用水道料金の滞納・不払いへの対応については、運営権者で検討・実施すること。 

有明工業用水道の共同管理者に対する維持管理負担金の請求は、実施契約の定めに基づき、

県に対して行うこと。 

 

 工業用水の給水申し込みに伴う管路の布設 

管理条例に基づき、ユーザー企業から新規の給水申し込み等があった場合、当該ユーザー企

業の敷地境界まで、管路を布設すること。 

なお、当該管路の布設費用は、実施契約に基づき県又は運営権者が負担するものとする。 

 

 給水施設の設置 

供給規程に基づくユーザー企業の給水施設に係る業務のうち、県が担当する工事申請の確認、

竣工検査等において、熊本県工業用水道供給規程第 21 条第１項に基づきユーザー企業が県に

行う工事申請の代理受付や竣工検査の立会等の協力を行うこと。 

 

 問い合わせ対応 

ユーザー企業からの問い合わせ対応にあたり、現在県が使用している電話番号（上の原浄水

場及び白島浄水場の管理事務所で使用している電話番号）を引き続き使用すること。なお、県

から運営権者への回線契約及び加入権の承継は予定していない。ユーザー企業からの問い合わ

せに対応し、対応の記録を残すものとし、本事業の範囲を超える問い合わせがあった場合は、

速やかに県に問い合わせ内容を報告し、その後の対応について協議・調整すること。 

また、県が行う共同管理者との予算協議等について、県から出席を求められた場合は、当該

協議に出席すること。 

なお、ユーザー企業との連絡手段及び連絡頻度については、要求水準を充足している限りに

おいて、運営権者の裁量に委ねるものとする。 

 

 危機管理対応に関する要求 

 災害・事故等を想定した BCPの作成・見直し（熊本県防災体制との連絡体制構築） 

本事業の範囲における事業継続計画（BCP）を作成し、必要に応じて内容を見直すこと。BCP

の内容については、県がホームページで公表している「熊本県業務継続計画及び受援・応援計

画」を参考とし、提案内容に基づき、要求水準を充足するための緊急対応について明確に示し、
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既存の防災計画等に準拠するよう留意すること。また、連絡体制、県と運営権者の窓口等を明

記すること。 

 

 災害・事故等発生時の初動対応の実施 

運営事業対象施設において災害・事故等が発生した場合、BCP に基づき、次のとおり初動対

応を行うこと。 

 

 不可抗力時の初動対応 

巡視点検等により情報収集に努め、運転停止や弁栓開閉等が必要な場合は速やかに県に報告

し、これを実施して二次被害防止を速やかに行うこと。ただし、県と連絡が取れることを待っ

ていたのでは二次被害の拡大が想定される場合には、運営権者は自らの判断により運転停止や

弁栓開閉等を行ってよい。収集した情報より、県に状況報告を行い、応急復旧箇所を抽出し、

県の了承を得て復旧を実施すること。なお、当該復旧について緊急を要する場合は、自らの判

断に基づき復旧を実施すること。実施契約の定めに基づき、当該初動対応に要する費用を負担

すること。 

また、初動対応後の恒久復旧については、県との間で費用負担等を調整し、運営権者が実施

すること。 

 

 不可抗力以外の初動対応 

巡視点検等により情報収集に努め、必要に応じ、運転停止や弁栓開閉等によって二次被害防

止を速やかに行うこと。収集した情報より、県に状況報告を行い、応急復旧箇所を抽出し、自

らの責任と費用負担により初動対応及び恒久復旧を実施すること。 

 

 災害・事故等を想定した教育・訓練の実施 

BCPに基づき、関係者に対する、必要な教育、訓練を実施すること。 

 

 他の工業用水道事業者等が被災した場合の応援 

県が災害発生時等の相互応援協定を締結している九州地域の各工業用水道事業者が被災し

た場合、県と協力して応援活動を実施すること。 

県から応援要請を受けた場合、自らが保管又は保有する物資・資機材について、県と協議の

うえ、被災した工業用水道事業者に供給すること。当該供給に要する費用（物資・資機材の調

達費、運搬費等）は県が負担する。なお、被災した工業用水道事業者に対する、職員等の派遣

は県が行うものとする。 

 

 トンネル・管路の初動対応 

第 2章 2（3）③ア及びイに定める保守点検に準拠すること。 

 

 運営事業対象施設以外に起因する異常時等の対応 

運営事業対象施設以外に起因する異常時においても、運営権者は工業用水の供給に必要な運
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転・連絡・調整等を行うこと。 

 

 県が維持する許認可の更新への協力に関する要求 

本事業に関して県が維持している以下の許認可について、取水量、配水量の実績整理等、許

認可の継続に必要な資料の作成等、県が行う許認可の更新手続きに協力すること。 

 

 河川法関連 

・ 第 23条における流水の占用許可 

・ 第 24条における土地の占用許可 

・ 第 26条における工作物の新築等の許可 

 

 特定多目的ダム法関連 

・ ダム使用権 

 

 ユーザー企業誘致活動への支援に関する要求 

県及び地元市町等が行うユーザー企業の誘致活動において、県からの相談を受けた場合は、

受水を検討している企業に対し運営事業対象施設の運営状況について情報提供するなど、必要

な支援を行うこと。 

 

 県職員に対する教育・研修に関する要求 

提案内容に基づき、県職員に対して現地視察や施設の現物確認・紹介といった研修を行い、

将来にわたり県の工業用水道事業担当職員が運営権者によるセルフモニタリングの評価を実施

するのに十分な技術力を確保できるよう協力するものとする。 

 

 施設の公開・見学対応に関する要求 

 外部からの見学申込の受付け、対応 

見学申込者を記録して県に報告し、了承を得たのち、見学者を受け入れること。見学用の動

線を確保し、見学者の安全確保に努めること。 

 

 県が受付ける見学申込への対応 

県からの要請にしたがい、見学者を受け入れること。 

なお、運営権者が通常の運営業務に支障を来たすと判断する場合は、日程の変更、受け入れ

の見送等を行うことができる。 

 

 見学用資料（掲示物、配付物など）の作成・更新 

見学用資料については、県で使用しているものを、適宜、修正し、配布用の部数を確保する

こと。なお、運営権者が独自に作成することは妨げない。 
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 施設の警備に関する要求 

関係者以外の運営事業対象施設の敷地内への侵入防止に努め、また、運営事業対象施設の機

能に支障を来たす行為の抑止に努めること。人員が不在となる建物、柵等については確実に施

錠するなど、防犯に努めること。 

 

 施設の清掃に関する要求 

 施設の清掃 

運営事業対象施設の定期的な清掃及び本事業で使用する備品等の整理整頓等を実施し、運営

事業対象施設の機能性、良好な作業環境を維持すること。 

また、運営事業対象施設の敷地内及び周辺（当該敷地への進入道路等を含む）、本事業で使用

する用地（汚泥ケーキ仮置場、建設発生土の仮置場等）及びユーザー企業が設置する量水器周

辺における除草、植栽の刈込等を実施し、運営事業対象施設等の美観を維持すること。 

 

 廃棄物の管理・処分 

廃棄物の排出事業者として、本事業に伴って生じる廃棄物について、各種法令を遵守し、適

切に管理・処分すること。一般廃棄物については、各市町村の指定する方法に従い、適切に管

理・処分すること。 

 

 道路管理者等が行う道路工事等による立会い 

県の道路管理者等が道路工事を埋設管路周辺で行う場合、県の要請に応じて、工事の打合せ

や立会い等の協力を行うこと。 
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 施設更新に関する要求 

本書に定める水質の工業用水等を、ユーザー企業及び共同管理者に常時供給できるよう施設

機能を保持するために必要な更新を計画的に実施すること。なお、本事業における更新対象施

設については、本書の別紙(3)運営権者の業務範囲において示すとおりとする。ただし、経済産

業省の「補助金等により取得し又は効用の増加した財産の処分等の取扱いについて」（平成 16・

06・10会課第５号）における「財産処分」が必要となる更新は行うことができない。 

トンネル、管路及び接合井に係る更新対象適否は下表に示すとおりとする。ただし、浄水場

内の管路更新が必要な場合は、運営権者が自らの費用負担で行うものとする。 

また、トンネル、管路及び接合井（有明工業用水道のみ）について、県及び共同管理者が劣

化調査、更新等を実施する際、トンネル充抜水操作や運営事業対象施設の運転停止・復旧操作、

ユーザー企業への周知等の必要な範囲で協力すること。 

 

図表 8 トンネル、管路及び接合井に係る更新対象適否 

施設区分 有明工業用水道 八代工業用水道 

トンネル 更新対象外 更新対象外 

管路 下記以外 更新対象外 更新対象外 

浄水場内配管 更新対象 更新対象 

接合井   

 
土木施設 

下記以外 更新対象外 更新対象外 

 ゲート、スクリーン （該当なし） 更新対象 

 建築施設 （該当なし） 更新対象 

 電気計装 更新対象 更新対象1 

 

なお、八代工業用水道を対象とする施設更新に関して、県と企業団との共有施設である萩原

接合井（土木施設を除く。）を更新計画の検討対象とする場合も、当該施設の施設更新費につい

ては、運営権者が収受する料金収入及び県が運営権者に対して支払う更新投資負担金の範囲で

更新を実施すること。 

また、八代工業用水道に設置している汚泥処理施設（脱水機、濃縮槽及びそれらの付帯設備

を含む）が本事業の更新対象施設となった場合、県と調整の上、更新計画の検討対象に追加す

ること。 

  

                             
1 電気計装については、接合井に設置する濁度計のみが更新対象となる。 
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 更新施設等に関する要求 

更新する施設等は第 2章 2（1）に定める要求水準を満足する機能を有すること。 

ただし、浄水場の施設能力は以下に示すとおりとする。 

 

図表 9 上の原浄水場・白島浄水場の施設能力 

 取水ベース 給水ベース 

有明工業用水道：上の原浄水場 

（ ）は熊本県分 

144,374m3/日 

（36,374m3/日） 

134,300m3/日 

（33,860m3/日） 

八代工業用水道：白島浄水場 

（ ）は熊本県分 

53,827m3/日 

（29,462m3/日） 

48,350m3/日 

（27,300m3/日） 

※白島浄水場のフロック形成池、沈澱池は熊本県分のみ。 

 

 更新計画及び更新実施計画に関する要求 

本事業を実施するにあたり、以下の更新計画及び更新実施計画を作成し、県に提出すること。 

 

 全体更新計画 

提案時に提出した更新計画に基づき、事業期間開始から事業期間終了日までの施設更新につ

いて、更新対象施設、更新時期、更新事業費等を示した更新計画を作成し、実施契約の締結時

に県と合意すること。なお、実施契約の締結から本事業の開始時までの間に更新計画が変更さ

れることを県は想定していない。 

 

なお、事業期間開始から５年目までの更新計画のうち１年目の計画については、県が募集要

項等公表時に開示資料として開示した県の更新計画と同一の内容とすること（なお、県が開示

した更新計画では、本事業開始予定日を含む事業年度１年目には、一切の更新工事は計画され

ていない。）また、実際の更新事業費が県の更新計画で想定される更新費用を上回ることがない

よう留意すること。また、２年目以降の計画についても、原則、県の開示資料で示す県の更新

計画と同一の内容とするが、応募者が提案時に独自の計画を提案することも認める。その場合、

応募者は、計画内容の妥当性を示すこと。また、更新対象施設の仕様については、既存施設と

同等以上の性能を有するものを基本とするが、単純更新ではなく、ダウンサイジング、スペッ

クダウン、長寿命化による延命等を提案する場合は、その妥当性を示すこと。県が妥当性を認

めた場合、施設能力等の要求性能を変更する。 

 

また、事業期間中に更新対象施設や更新時期等、更新計画の内容について見直しを行う場合、

県に対して合理的な説明を行い、県が了承した場合に限り、計画内容を見直すことができるも

のとする。 

 

 更新実施５箇年計画 

全体更新計画に基づき、事業期間６年目から 10年目まで以降を対象とする、５箇年分の更新

実施計画を作成し、事業期間４年目に開催される共同管理者会議前の 10 月末までに県に提出
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すること。また、事業期間 11 年目から 15 年目、16 年目から 20 年目を対象とする５箇年分の

更新実施計画は、それぞれ事業期間９年目、14年目に開催される共同管理者会議の開催前の 10

月末までに県に提出すること。運営権者からの提出後、県は共同管理者との協議を含む確認を

行い、各５箇年の開始前年度の４月末日を目途に運営権者との間で合意することを想定してい

る。なお所定の期日までに県と運営権者との間で更新実施５箇年計画が合意に至らなかった場

合の対応については、実施契約において定める。 

 

また、事業期間中に更新対象施設や更新時期等、計画内容の見直しを行う場合、県に対して

合理的な説明を行い、県が了承した場合に限り、計画内容を見直すことができるものとする。 

 

 更新実施計画単年度計画 

全体更新計画及び更新実施５箇年計画に基づき、事業期間２年目以降に実施する更新につい

て、単年度の更新実施計画単年度計画を作成し、当該年度の前年度の４月 30日（当日が休日・

祝日に当たる場合はその前営業日）までに県に提出すること。運営権者からの提出後、県は共

同管理者との協議を含む確認を行い、当該年度の前年度の６月末日を目途に運営権者との間で

合意することを想定している。なお所定の期日までに県と運営権者との間で更新実施計画単年

度計画が合意に至らなかった場合の対応については、実施契約において定める。 

 

 事業期間終了後の更新計画 

事業期間終了後 10箇年を対象とした更新計画（以下、「事業期間終了後の更新計画」という。）

を作成し、６年目から 10年目までの更新実施５箇年計画に併せて、県に提出すること。なお、

更新計画及び更新実施計画の見直しを行った場合、都度、事業期間終了後の更新計画の内容を

見直すこと。 

 

 更新計画の前倒し対応 

更新対象施設が工業用水道事業費補助金の交付対象となる等、県から次年度計画の前倒し要

請を受けた場合、運営権者は誠実に協議に応じること。 

 

 更新工事に関する要求 

 更新工事の実施 

全体更新計画、更新実施５箇年計画、更新実施計画単年度計画に従って施設を更新すること。 

更新工事の実施に必要な資材や役務の調達方法は、更新施設等に関する要求水準を満足する

とともに、工業用水道事業費補助金を活用できる仕様や指定事項等に準拠している限りにおい

て、運営権者の裁量に委ねるものとする 

更新工事の実施中も、工業用水等の安定的な供給に支障がないよう留意すること。 

 

 設計図書の作成 

更新工事のための設計図書を作成し、県に提出すること。 
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 工事計画書の作成 

更新工事のための工事手順、工法等を示した工事計画を作成し、県に提出すること。 

なお、工事計画については、各種法令を遵守するとともに、周辺住民の生活環境等を損なわ

ないよう配慮すること。また、特別な事由がない限り、夜間の施工等は避けること。 

 

 運転及び性能試験 

更新工事完了後は、試運転、性能試験を実施し、確認を受けること。支障があった場合は、

速やかに対策を講じること。 

 

 完成図書の作成 

更新工事完了後は、完成図書を作成し、県に提出すること。 

 

 県が行う申請手続きへの協力 

更新工事の実施に際して、県が行う申請手続きについて、当該申請に必要な書類の作成等を

支援すること。業務で作成した計画や設計図書等より必要な書類を整えて事前に県が指示する

期日までに提示する。 

 

 更新実施報告書の提出 

事業期間中に実施した更新工事について、更新工事完了後 30日以内に更新実施報告書（運営

権者と業務実施企業間の工事請負契約に基づく更新工事に係る検収書類を含む。）を県に提出

し、県及び共同管理者による資産計上や負担金の支払い等が円滑に進むよう協力すること。 
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 設備台帳の管理・更新 

運営事業対象施設について新規に設備台帳を作成・管理するものとし、事業期間中、当該台

帳の記載内容に変更が生じた場合は、都度内容の修正・更新を行うこと。また、当該台帳の修

正・更新を行った場合は県に報告を行うこと。設備台帳は汎用性が高い表計算システム等で編

集ができる電子ファイル、もしくは表計算システムのファイル形式でエクスポートができる専

用システムとし、様式等については、県と協議の上決定する。 

また、県が作成する固定資産台帳について、取得資産の変更があった場合等において、当該

台帳の作成に協力すること。 

 

 運営権者が行う設備投資等 

事業期間中、運営事業対象施設の維持管理・運営の効率化や資産価値の向上等に資する設備・

機器等について、自らの費用負担で導入することができる。ただし、導入にあたっては、事前

に県と協議を行い、当該設備・機器等の導入可否について県の確認を受けるものとし、導入が

許可された設備・機器等については、自らの固定資産として所有・管理すること。 

また、事業期間の終了に伴い、導入する設備・機器等について県による買い取りを希望する

場合は、対象となる設備・機器等の想定買取価格について県の確認を受け、当該設備・機器等

の導入について県から事前承認を得ること。なお、県は対象設備・機器等の状態を踏まえて買

い取りするため、この場合における県による確認は、県による買い取り及び買取額を保証する

ものではない。 

 

 県及び共同管理者が行う補助金申請への協力 

本事業における更新実施計画の内容に関して、工業用水道事業費補助金交付要綱等の内容を

十分理解した上で、最大限補助金を活用できるよう考慮すること。 

また、県及び共同管理者が工業用水道事業費補助金の交付を申請する場合、運営権者は当該

申請に必要な書類作成等に協力するものとし、また、本事業において更新する施設が補助金の

交付対象となった場合、更新工事完了に伴い県が行う実績報告、会計検査院対応等に協力する

こと。 
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 任意事業に関する要求  

本事業に影響を与えない範囲において、自らの責任のもと任意事業を実施することができる

ものとする。任意事業の内容は、義務事業に関連する範囲内とし、本事業の安定経営に影響を

与えない限り、運営権者の裁量にて提案できるものとする。 

  



 

34 

 

 事業終了時の引継業務  

 引継業務に関する要求 

本事業の終了後、県又は県の指定する者が、引き続き運営事業対象施設の運転を継続できる

ようにするため、県又は県の指定する者に対し適切な内容の引継業務を行うこと。 

 

 引継計画書の作成・提出 

事業期間の終了する１年前までに、引継計画書を作成し、県に提出すること。 

当該引継業務は、事業期間が終了する 180日前までに開始すること。 

 

 引継書類の作成・提出 

引継書類を作成し、引継業務の開始する 30日前までに県に提出すること。 

 

 その他資料の提供 

本事業に関して作成した以下の書類について、事業期間の終了する 30 日前までに県に提出

すること。 

・ 最新の長期修繕計画、事業期間終了後の更新計画 

・ 運転管理、保全管理に関する資料 

 

 施設状態に関する要求 

事業期間終了時において、運営事業対象施設が本書で要求する施設性能を維持できているこ

とを確認し、軽度の汚損、経年劣化を除いて著しい損傷がない状態（事業期間終了後２年以内

に更新を要することのない状態）で県へ引き渡すこと。ただし、運営権者が本事業において施

設更新をしないトンネル・管路については、軽度の汚損、経年劣化を除いて著しい損傷がない

状態で県へ引き渡すこと。 

 

 施設性能確認計画書の作成・提出 

事業期間終了時における運営事業対象施設の施設性能に関する、確認事項、確認時期、確認

方法等を記載した施設性能確認計画書を作成し、事業期間が終了する１年前までに県に提出す

ること。 

当該施設性能の確認は、事業期間が終了する 180日から 90日前までに完了すること。 

 

 施設性能確認報告書の作成・提出 

運営事業対象施設の施設性能に関する確認結果を取りまとめ、施設性能確認報告書を作成し、

施設性能確認の完了後 30日以内に県に提出すること。 

 

 

以上 
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別紙  

 運営事業対象施設の範囲 

図表 10 運営事業対象施設（有明工業用水道） 

 

※2020年度に、県が、白石堰取水口にオイルフェンスを設置するための工作物を設置（オイ

ルフェンスも更新）予定。本事業開始後、当該工作物及びオイルフェンスは、運営事業対

象施設及び運営権設定対象施設として、運営権者が更新及び維持管理を行うものとする。 

  

■有明工業用水道
運営権者の業務範囲

0白石堰
玉野平野土地改良区・

県等4団体
玉野平野土地改良区 対象外

1白石堰取水口 県等4団体 県 県持ち分 ○ ○

①取水トンネル 県等4団体 県 県持ち分 ○

2沈砂池 県等4団体 県 県持ち分 ○ ○

②導水トンネル 県等4団体 県 県持ち分 ○

3導水ポンプ場 県等4団体 県 県持ち分 ○ ○

③導水管 県等4団体 県 県持ち分 ○

4上の原浄水場 県等4団体 県 県持ち分 ○ ○

④送水管 県等4団体 県 県持ち分 ○

5接合井 県等4団体 県 県持ち分 ○

⑤配水トンネル 県等4団体 県 県持ち分 ○

6金山分水場
大牟田・荒尾
上水・福岡県
工水

県等4団体 県 県持ち分 ○ ○

⑥配水本管・支管 県 県 施設全体 ○

有明工水ユーザー

施設 分岐 所有者 管理者 運営権設定対象
更新 維持管理
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図表 11 運営事業対象施設（八代工業用水道） 

 

※汚泥処理施設の管理区分が企業団から県に変更された場合は、当該施設の更新及び維持管

理を運営権者の業務範囲とすることを想定している。ただし、具体的な運営権者の業務範

囲とその業務範囲の変更に伴う費用は協議により見直す。 

  

運営権者の業務範囲

1新遥拝堰 八代平野土地改良区等 遥頭首工管理協議会 対象外

2取水口ゲート 八代平野土地改良区等 遥頭首工管理協議会 対象外

①北岸導水路 八代平野土地改良区等 北岸導水路管理協議会 対象外

3沈砂池 農水 八代平野土地改良区等 八代平野土地改良区 対象外

②太田用水路 日本製紙 八代平野土地改良区等 八代平野土地改良区 対象外

4興人第1ゲート 八代平野土地改良区等 八代平野土地改良区 対象外

③松高用水路
農水
KJケミカルズ

八代平野土地改良区等 八代平野土地改良区 対象外

5萩原接合井
県、上天草・宇城水道

企業団
県 県持ち分 ○ ○

④導水管路
県、上天草・宇城水道

企業団
県 県持ち分 ○

6白島浄水場
県、上天草・宇城水道

企業団
県 県持ち分 ○ ○

うち、汚泥処理施設
県、上天草・宇城水道

企業団
上天草・宇城水道企業

団
県持ち分 ※ ※

⑤配水本管・支管 県 県 施設全体 ○

八代工水ユーザー

施設 分岐 所有者 管理者 運営権設定対象
更新 維持管理
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 既存施設概要 

 有明工業用水道 

図表 12 配管図（有明工業用水道） 

 
 

図表 13 施設配置図（上の原浄水場） 
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図表 14 有明工業用水道施設諸元（1/2） 

区分 施設名 工種 諸 元 

１） 取水施設    

    (1) 取水口 土木 長 14.9m×幅 19.1m×深 3.9m×1 式 

    (2) 取水トンネル 土木 内径 1.8m×70.10m 

    (3) 取水ゲート 土木 幅 1.9m×高 1.9m×1 門 

    (4) 取水口計器室 建築 鉄筋コンクリート造 32m2×1 棟 

    (5) 沈砂池 土木 長 56.0m×幅 15.8m×深 11.27m×1 池 

    (6) 水位観測装置 電気 1 式 

    (7) その他電気設備 電気 1 式 

２） 導水施設    

    (1) 導水トンネル 土木 標準馬蹄型 内径 1.8m×延長 3,155.035m 

    (2) 導水ポンプ室 建築 内径 11.0m×深 16.3m×1 式 

    (3) 受変電設備 電気 1 式 

    (4) その他電気設備 電気 1 式 

    (5) 導水ポンプ設備 機械 360kw-6,600v-60Hz×3 台 

    (6) 導水ポンプ場 建築 地下鉄筋コンクリート 

         地上鉄骨 670.8m2×1 棟 

    (7) ポンプ場ゲート 土木 高 1.85m×幅 2.09m×1 門 

    (8) 導水配管 土木 鋼管φ1,200mm×227.53m 

  



 

39 

 

図表 14 有明工業用水道施設諸元（2/2） 

区分 施設名 工種 諸 元 

３） 浄水・汚泥処理施設    

    (1) 着水井・混和池 土木 長 20.0m×幅 8.0m×深 5.6m×1 池 

    (2) 沈澱池 土木 長 65.7m×幅 66.2m×深 4.6×4 池 

    (3) 浄水池 土木 長 24.0m×幅 24.0m×深 4.0m×1 池 

    (4) 薬品注入設備 機械 ポリ塩化ナトリウム、苛性ソーダ×1 式 

    (5) 浄水機械設備 機械 フラッシュミキサー、フロキュレータ 

         汚泥掻寄機 ×各 1 式 

    (6) 電気計装設備 電気 データロガ、テレメータ、テレコン×各 1 式 

    (7) 管理棟 建築 鉄筋コンクリート造 641.0m2×1 棟 

    (8) 汚泥処理設備 機械 フィルタープレス式 38 室 91.0m2×1 式 

    (9) 汚泥処理室 建築 鉄骨造 243.0m2×1 棟 

    (10) 場内配管 土木 鋼管φ1,200mm×178.0ｍ 

         鋼管φ700mm×9.5m 

         ヒューム管φ600mm×187.0m 

４） 送水・配水施設    

    (1) 送水ポンプ設備 機械 120kw×420v×60Hz×3 台 

    (2) 送水ポンプ室 建築 地下鉄筋コンクリート 

         地上鉄骨 248.6m2×1 棟 

    (3) 電気設備 電気 1 式 

    (4) 送水配管 土木 φ1,200mm×410.8m 

    (5) 接合井 土木 長 5.0m×幅 2.5m×深 2.98m×1 池 

    (6) 配水トンネル 土木 馬蹄型 内径 1.8m×4,478.665m 

    (7) 分水池 土木 長 14.8m×幅 9.0m×深 9.3m×1 池 

    (8) 量水器 電気 電磁流量計、バルブ×1 式 

    (9) 計量室 土木 鉄筋コンクリート造 16.0m2×1 式 

    (10) 電気設備 電気 1 式 

    (11) 配水本管 土木 有明工水 φ800mm×7,947.95m 

         有明工水 φ300mm×2,987.00m 

         大牟田工水φ1,200mm×9,814.81m 

  (12) 配水支管 土木 φ150～500mm×2392.00m 
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 八代工業用水道 

図表 15 配管図（八代工業用水道） 

 

 

図表 16 施設配置図（白島浄水場） 

 

  
分水位

県 

企 

業 

局 

 

 

 
企業局施設 



 

41 

 

 

図表 17 八代工業用水道施設諸元（1/2） 

区分 施設名 工種 諸 元 

１） 取水施設    

    (1) 新遥拝堰 土木 八代平野土地改良連合管理 

         自動転倒堰×5 連 

         洪水吐×2 連 

         土砂吐×4 連 

    (2) 取水口 土木 八代平野土地改良連合管理 

         鋼製ローラーゲート 4m×1.6m×3 連 

    (3) 北岸導水路 土木 八代平野土地改良連合管理 

         標準馬蹄型 RC 造 4.4m×795m 

    (4) 沈砂池 土木 RC 造 35m×50m×4m×1 池 

２） 導水施設    

    (1) 大田用水路 土木 八代平野北部土地改良区管理 

         RC 造 4.0m×1.6m×478m 

    (2) 松高用水路 土木 八代平野北部土地改良区管理 

         RC 造 2.2m×1.4m×1,508m 

    (3) 接合井 土木 スライドゲート 1.45m×0.895m×1 連 

        電気 ゲート操作盤×1 式 

        土木 水位観測塔φ600mm×2.430m 

    (4) 導水管路 土木 鋼管、PC 管、FRPM 管、PC-BOX 

         φ1,100～φ1,200mm×7,135.9m 
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図表 17 八代工業用水道施設諸元（2/2） 

区分 施設名 工種 諸 元 

３） 浄水・汚泥処理施設    

    (1) 着水池 土木 RC 造 4.0m×5.3m×4.9m×1 池 

    (2) 混和池 土木 RC 造 4.3m×5.3m×4.9m×1 池 

    (3) 沈澱池 土木 RC 造 42.0m×13.9m×3.4m×2 池 

    (4) 浄水池 土木 RC 造 13.6m×13.473m×3.9m×2 池 

    (5) 浄水機械設備 機械 フラッシュミキサー、フロキュレータ 

         汚泥掻寄機×各 1 式 

    (6) 受変電設備 電気 1 式 

    (7) 電気計装設備 電気 データロガ、テレメータ、テレコン×各 1 式 

    (8) 薬品注入設備 機械 ポリ塩化ナトリウム、苛性ソーダ×1 式 

    (9) 汚泥処理設備 機械 1 式（上天草宇城水道企業団管理） 

    (10) 管理棟 建築 鉄筋コンクリート造 1,338.45m2×1 棟 

４） 配水施設    

    (1) 配水ポンプ 機械 45kw-200v-60Hz×5 台 

    (2) 配水本管 土木 鋼管φ700～800mm×2,501.91m 

    (3) 配水支管 土木 鋳鉄管φ32～200mm×943.61m 
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 運営権者の業務範囲 

 有明工業用水道 

図表 18 業務範囲（有明工業用水道）（1/4） 

 

  

更新 維持管理 更新 維持管理

1 土木施設 １　取水施設 １　取水口（取水口・ゲート・スクリーン） 〇 〇

２　取水トンネル 〇 〇

３　沈砂池 〇 〇

４　水位観測設備 〇 ○

５　オイルフェンス ○ ○

２　導水施設 １　導水トンネル 〇 〇

２　導水ポンプ場 〇 〇

３　浄水施設 １　着水混和池 〇 〇

２　薬品注入装置基礎 〇 〇

３　沈殿池 〇 〇

４　浄水池 〇 〇

５　その他 〇 〇

４　送水施設 １　接合井 〇 〇

５　配水施設 １　配水トンネル 〇 〇

２　分水場（分水場・ゲート） 〇 〇

３　分水場側溝 ○ ○

６　雑設備 １　道路 〇 〇

２　土捨場等 〇 〇

３　造園 〇 〇

４　門及び塀 〇 〇

５　その他雑設備 〇 〇

運営権者の業務範囲 県の業務範囲
主要設備名科目種別
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図表 18 業務範囲（有明工業用水道事業）（2/4） 

  

更新 維持管理 更新 維持管理

2 建築施設 １　鉄筋コンクリート造 １　管理棟 〇 〇

２　取水口電気室 〇 〇

３　分水場電気室 〇 〇

２　金属造 １　導水ポンプ棟 〇 〇

２　送水ポンプ棟 〇 〇

３　汚泥処理棟 〇 〇

４　送水管蝶型弁室 〇 〇

３　その他 １　倉庫 〇 〇

２　プレハブ倉庫 〇 〇

３　車庫 〇 〇

４　衛生設備 １　管理棟 〇 〇

２　汚泥脱水棟 〇 〇

５　給排水設備 １　管理棟 〇 〇

２　汚泥脱水棟 〇 〇

６　空調設備 １　管理棟（事務室） 〇 〇

２　管理棟（中央監視制御室） 〇 〇

３　汚泥脱水棟 〇 〇

４　導水ポンプ場（電気室） 〇 〇

７　電灯・動力設備 １　管理棟 〇 〇

２　導水ポンプ棟 〇 〇

３　汚泥処理棟 〇 〇

４　送水ポンプ棟 〇 〇

８　騒音防止設備 １　導水ポンプ棟 〇 〇

９　換気設備 １　汚泥脱水棟 〇 〇

3 管路 １　導水管路 １　導水管 〇 〇

２　送水管路 １　送水管 〇 〇

３　配水管路 １　配水本管 〇 〇

２　配水支管 〇 〇

運営権者の業務範囲 県の業務範囲
主要設備名科目種別
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図表 18 業務範囲（有明工業用水道事業）（3/4） 

  

更新 維持管理 更新 維持管理

4 電気設備 １　取水場電気設備 １　発電設備 〇 〇

２　配電盤（電源・動力・計器） 〇 〇

３　配電盤（ゲート操作・沈砂池現場盤） 〇 〇

４　計装設備（共同事業者所管設備除く） 〇 〇

２　導水ポンプ場
電気設備 １　受変電設備 〇 〇

２　発電設備 〇 〇

３　配電盤 〇 〇

４　計装設備 〇 〇

５  無停電電源装置 〇 〇

３　浄水場電気設備 １　受変電設備 〇 〇

２　配電盤 〇 〇

３　遠隔監視制御 〇 〇

４　記録装置 〇 〇

５　電気計装 〇 〇

６　配線路 〇 〇

７  無停電電源装置 〇 〇

４　送水ポンプ場電気設備 １　受変電設備 〇 〇

２　配電盤 〇 〇

３　計装設備（接合井計装設備含む） 〇 〇

５　金山分水場電気設備 １　発電設備 〇 〇

２　分水場動力制御盤 〇 〇

３　分水場計器盤 〇 〇

４　電気計装 〇 〇

５  無停電電源装置 〇 〇

６　ポンプ設備 １　導水ポンプ設備 〇 〇

２  天井走行クレーン 〇 〇

３　油水分離装置 〇 〇

４　送水ポンプ設備 〇 〇

５　排水ポンプ設備 〇 〇

運営権者の業務範囲 県の業務範囲
主要設備名科目種別
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図表 18 業務範囲（有明工業用水道事業）（4/4） 

 

  

更新 維持管理 更新 維持管理

5 機械設備 １　浄水機械設備 １　着水池混和池設備 〇 〇

２　薬品注入設備 〇 〇

３　沈殿池設備 〇 〇

４　浄水電気計装 〇 〇

２　汚泥処理槽機械設備 １　濃縮槽機械設備 〇 〇

２　脱水機械設備 〇 〇

３　天井走行荷役設備 〇 〇

４　ケーキ搬出設備・ホッパー用油圧ユニット 〇 〇

５　汚泥電気計装 〇 〇

３　その他装置 １　屋外照明 〇 〇

２　構内電話装置 〇 〇

３　放送設備 〇 〇

４　ＩＴＶ設備 〇 〇

５　無線電話装置 〇 〇

６　無線機 〇 〇

７　ケーキホッパー避雷針 〇 〇

運営権者の業務範囲 県の業務範囲
主要設備名科目種別
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 八代工業用水道 

図表 19 業務範囲（八代工業用水道事業）（1/2） 

 

※共同管理者：八代平野土地改良区、上天草・宇城水道企業団、民間企業２社  

更新 維持管理 更新 維持管理 更新 維持管理 更新 維持管理

1 土木施設 １　取水施設 １　取水口 〇 〇

２　沈砂池稼動スクリーン 〇 〇

３　３号転倒ゲート 〇 〇

２　導水施設 １  接合井（下記以外） 〇 〇

２　ゲート、スクリーン 〇 〇

３　浄水施設 １　着水混和池 〇 〇

２　沈殿池 〇 〇

３　浄水池 〇 〇

４　排水池 ○ ○

５　場内配管 〇 〇

４　雑設備 １　門及び塀 〇 〇

２　その他雑設備 〇 〇

2 建築施設 １　鉄筋コンクリート造 １　管理棟 〇 〇

２　屋外排水ポンプ室 〇 〇

２　金属造 １　脱水機棟 〇 〇

２　油脂倉庫 〇 〇

３　プレハブ倉庫 〇 〇

３　ブロック造 １　濁度計収納小屋（接合井） 〇 〇

４　建築設備（脱水機棟以外） １　衛生設備 〇 〇

２　給排水設備 〇 〇

３　空調設備 〇 〇

４　電灯・動力設備 〇 〇

５　換気設備 〇 〇

６　火災報知設備 〇 〇

７　その他 〇 〇

５　建築設備（脱水機棟） １　衛生・空調・換気設備等 〇 〇

3 管路 １　導水 １　導水管 〇 〇

２　配水 １　配水本管 〇 〇

２　配水支管 〇 〇

共同管理者※の業務範囲
科目 主要設備名

運営権者の業務範囲 県の業務範囲
種別

企業団の業務範囲
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図表 19 業務範囲（八代工業用水道）（2/2） 

 

※共同管理者：八代平野土地改良区、上天草・宇城水道企業団、民間企業２社 

  

更新 維持管理 更新 維持管理 更新 維持管理 更新 維持管理

4 電気設備 １　取水電気設備 １　配電盤（受電動力盤） 〇 〇

２　計装設備（共同事業者所管設備除く） 〇 〇

２　浄水電気設備 １　受変電配電設備 〇 〇

２　発電設備 〇 〇

３　配電盤 〇 〇

４　計装設備 〇 〇

３　配水電気設備 １　配電盤（配水ポンプ現場盤） 〇 〇

４　ポンプ設備 １　配水ポンプ（1～５号） 〇 〇

２　排水ポンプ 〇 〇

３　場内排水ポンプ設備 〇 〇

５　その他装置 〇 〇

5 機械設備 １　浄水機械設備 １　沈殿池設備 〇 〇

２　着水混和池設備 〇 〇

３　薬品注入設備 〇 〇

２　汚泥処理設備 １　濃縮槽機械設備 〇 〇

２　脱水機械設備 〇 〇

３　ケーキ搬出設備 １　ベルトコンベア 〇 〇

２　ケーキホッパー 〇 〇

４　汚泥電気計装設備 １　配電盤 〇 〇

５　その他装置 １　屋外照明 〇 〇

２　構内電話装置 〇 〇

３　避雷針（ホッパ付） 〇 〇

４　騒音防止装置（汚泥処理設備） 〇 〇

５　騒音防止装置（管理棟） 〇 〇

６　天井走行クレーン（管理棟） ○ ○

共同管理者※の業務範囲
科目 主要設備名

運営権者の業務範囲 県の業務範囲
種別

企業団の業務範囲
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 運営事業対象施設における責任分界 

 有明工業用水道 

図表 20 責任分界図（有明工業用水道）（1/5） 
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図表 20 責任分界図（有明工業用水道）（2/5） 
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図表 20 責任分界図（有明工業用水道）（3/5） 
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図表 20 責任分界図（有明工業用水道）（4/5） 
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図表 20 責任分界図（有明工業用水道）（5/5） 
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 八代工業用水道事業 

図表 21 責任分界図（八代工業用水道）（1/2） 

 

※共同管理者：八代平野土地改良区、上天草・宇城水道企業団、民間事業者２社  
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図表 21 責任分界図（八代工業用水道）（2/2） 

 

 


